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平成 29年度事業計画 

 

１ 基本方針 

 

一般社団法人高知県移住促進・人材確保センター（以下、「センター」とい

う。）は、県、市町村及び民間団体等との連携協調のもと、県外からの移住促

進及び各産業分野の担い手の確保を図る取り組み等を通じて、地域地域の活力

の維持や発展に寄与することを目的に設置した。 

初年度となる平成29年度は、移住促進を通じた担い手確保を図る総合的な機

能を早期に発揮できるよう、高知県及び関係機関と連携してセンターの組織体

制の確立を図り、平成31年度の移住者1,000組の達成に貢献する。 

 

２ 組織体制 

（１）センターの組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事務分掌 

 ア 総務企画グループ 

  組織の総務事務及び広報活動を行う。また、各グループ間の調整を行う。 

 

 イ 人材確保グループ 

  無料職業紹介所の運営などにより、県内企業の人材ニーズと移住希望者等

の求職者とのマッチングを支援する。また、人材ニーズの掘り起こしや企業

人材の育成等を行う。 

 

 ウ 移住促進グループ 

  移住相談の「総合案内窓口」を配置し、移住希望者への支援を行う。また、

移住相談会の開催や、受入体制の整備に取り組む県内市町村等を支援する。 

 

３ 事業計画 

人材確保グループ 総務企画グループ移住促進グループ

事務局

社員総会

監事理事会
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（１）移住・就職相談事業 

 ①相談窓口の開設 

  常設の相談窓口を高知県及び東京都内に設置し、移住相談（移住・交流コ

ンシェルジュ）や就職相談（求人・求職マッチングスタッフ）による人材マ

ッチングを行う。また、大阪での定期的な出張相談の実施や、全国的な移住

及び就職フェア等における相談ブースを出展する。 

   

【相談窓口】 

高知 こうち勤労センター５階（月～金） 

高知観光情報発信館「とさてらす」（土・日） 

     

東京 東京交通会館８階「ふるさと回帰支援センター」（火～日） 

高知県アンテナショップ「まるごと高知」（月） 

       高知県東京事務所（月～金）※人材確保業務 

 

  大阪 大阪ふるさと暮らし情報センター（毎月第４金・土） 

       就職相談（毎月 1回） 

 

※このほか名古屋でも就職相談を 3 か月に 1回程度実施 

 

 ②無料職業紹介事業の開始 

  センターにおいて、無料職業紹介事業の許可を取得し、各産業分野の集約

された人材ニーズを求職者と積極的にマッチングしていく。 

 

（２）人材確保事業 

 ①都市部人材とのマッチング 

センター自らが収集した人材ニーズに加え、ハローワークや福祉人材セン

ター等他の無料職業事業者が有する人材情報も活用し、移住希望者等本県で

の就業を希望する者とのマッチングを図る。 

 

②プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

新商品等の企画・開発、販路開拓、生産性向上などのスキルを有する都市

部の人材と地域の企業とをマッチングするプロフェッショナル人材戦略拠

点をセンター内に設置し、プロフェッショナル人材の活用に関するセミナー

の開催や地域金融機関等と連携した人材ニーズの掘起しを進めるとともに、

民間人材ビジネス事業者等とも連携してマッチングを進め、プロフェッショ

ナル人材のＵ・Ｉターンを促進する。 
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 ③後継者人材の確保 

中小企業庁から委託を受けた事業引き継ぎ支援センターと連携して、県内

の後継者人材の確保を図る。 

 

（３）情報発信事業 

 ①ポータルサイトの運用 

  県の高知家プロモーション等と連携し、地域の仕事や住まい、相談会やセ

ミナー、イベント情報などの発信を行う。 

   

【ポータルサイト】 

移住情報サイト「高知家で暮らす。」 

求人情報サイト「高知求人ネット」  

 

 ②高知求人ネットの活用 

  一次産業、商工、福祉など各産業分野を一元的に集約し、情報発信する高

知求人ネットを有効活用し、人材マッチングを推進する。 

   

 【平成 29年度に追加される新機能】 

・一次産業系就業情報の発信機能の追加 

・ハローワーク、福祉人材センターが有する求人情報との連携機能の追加 

・雇用関係を伴わない人材ニーズと都市部人材のマッチング機能追加 

 

 ③「高知家で暮らし隊」会員等への定期的な情報発信 

  本県への移住を希望する方向けの会員制度である「高知家で暮らし隊」会

員に向け、定期的なメールマガジンの配信や、情報誌（高知家で暮らす新聞）

の送付などの情報発信を行う。 

 

 ④ＳＮＳによる情報発進 

  「移住・交流コンシェルジュ」フェイスブックなどのＳＮＳを通じた情報

発進を行う。 

 

（４）人材誘致イベント事業 

 ①各種イベントの開催 

都市部において移住・就職に関する相談会やフェアを開催し、本県への移住

の関心を喚起する。また、集客力が期待できる他団体主催のイベント等に参加

する。 

 

  【主催イベント】 
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  移住相談会 （10/15名古屋、10/28横浜、2/24大阪、2/25東京） 

転職相談会 （H30/3 名古屋） 

※その他小規模イベント等を随時開催 

 

【連携イベント】 

  高知県Ｕ・Ｉターン就職セミナー（10/14 大阪、10/15 東京）【県主催】 

四国暮らしフェア（11/12東京） 

中四国フェア（11/25大阪） 

高知暮らしフェア （12/16東京、12/17大阪）【県主催】 

移住相談会（H30/1/中旬 東京）【県主催】 

ＪＯＩＮ移住・交流＆地域おこしフェア（H30/1/21東京） 

第 3回 いいね！地方の暮らしフェア（H30/2/18東京） 

※このほか、各産業分野（農業・林業・漁業）のイベントにも参加予定 

 

 ②移住体験ツアーの実施 

  県内各地の市町村や移住促進団体等と連携し、移住関心層や移住希望者を

対象としたツアーを実施する。 

 

【主催イベント】 

高知暮らし体感ツアー ２回（11/上旬、H30/3月） 

 

【連携イベント】 

  志移住ツアー ３回（10/21～22、12/3、2/10～11）【県主催】 

 

（５）人材育成事業 

 ①センターの職員研修 

   有望な人材の早期育成に向けて、業務に必要なコミュニケーション、プ

レゼンテーションなどの基本的な能力向上に資する研修をはじめ、将来の

管理者の育成を視野にいれ、ＯＪＴやコーチング研修などを行う。 

 

②市町村相談員への研修 

   市町村相談員への研修、センターと市町村相談員との相互研修などを実

施する。 

 

（６）事務所の開設準備 

   10 月中旬の事務所の開設に向けて、センターの職員の採用や、執務環境

の整備等を行う。 


